
 
 
 
 
 

 

 
 
   
 

 

   

 
   

   

 
   

   

       

     
   

   
 

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 
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１．平成24年８月期の業績（平成23年９月１日～平成24年８月31日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年８月期 15,209 168.5 2,810 192.3 2,819 196.4 1,622 195.0
23年８月期 5,664 91.8 961 538.7 951 624.0 549 162.4

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高 
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年８月期 63.78 59.11 75.8 71.3 18.5
23年８月期 23.51 － 53.4 47.2 17.0

(参考) 持分法投資損益 24年８月期 ―百万円 23年８月期 ―百万円

（注）１．平成23年８月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権及び新株引受権の残高はありますが、当社株

式は平成23年８月期において非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は、平成24年２月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行

われたと仮定して１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年８月期 5,391 2,976 55.2 119.36
23年８月期 2,519 1,305 51.8 55.77

(参考) 自己資本 24年８月期 2,975百万円 23年８月期 1,305百万円

（注）当社は、平成24年２月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定して１株当たり純資産額を算定しております。

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年８月期 2,260 △1,087 △32 1,862
23年８月期 471 △84 △89 721

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年８月期 － 0.00 － 0.00 0.00 0 － －
24年８月期 － 0.00 － 0.00 0.00 0 － －

25年12月期(予想) － 0.00 － 0.00 0.00 －

（注）平成25年12月期の配当及び配当性向は、決算期変更予定に伴い、16ヵ月の変則決算を前提としております。

３．平成25年12月期の業績予想（平成24年９月１日～平成25年12月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 8,289 8.5 △6 ― △4 ― △4 ― △0.16
通 期 33,011 ― 5,000 ― 4,982 ― 3,088 ― 123.89 

(注）平成25年12月期は16ヶ月の変則決算となる予定のため、通期の対前期増減率は記載しておりません。



  

   
 

   
     

 

   

 

 
  

※ 注記事項
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 無

 ④ 修正再表示 ： 無

会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示に関する注記

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年８月期 26,050,000 株 23年８月期 23,404,500 株

② 期末自己株式数 24年８月期 1,124,300 株 23年８月期 － 株

③ 期中平均株式数 24年８月期 25,438,512 株 23年８月期 23,398,747 株

（注）平成24年2月１日付をもって、株式１株につき５株の株式分割をしております。

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく財務諸表に対する監査手続は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績
予想に関する事項は、添付資料P.２「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析 （次期以降の見通し）」をご覧
ください。 
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 当事業年度におけるわが国経済は、欧州債務危機や長引く円高の影響により減少した企業収益が、東

日本大震災からの復興需要等を背景に緩やかに回復しつつあるものの、海外景気への下振れ懸念など、

依然として先行き不透明な状況が続いております。 

 日本国内のインターネット利用環境においては、モバイルおよびPC共に拡大を続けており、平成23年

12月時点でインターネット利用者数は9,610万人、そのうちブロードバンド利用者数は7,285万人に達し

ております（出所：総務省平成23年「通信利用動向調査」）。また、モバイルビジネスを取り巻く環境

も、フィーチャーフォンからスマートフォンへの移行が急速に進んでおり、スマートフォン契約比率

は、平成24年３月末の22.5％から平成25年３月末には37.7％に増加すると予測されております（出所：

MM総研「スマートフォン市場規模の推移・予測（12年３月）」）。 

 ソーシャルアプリ市場は、スマートフォンやタブレット端末等の新たなプラットフォームの確立によ

り、引き続き成長が見込まれ、中でも日本国内のソーシャルゲーム市場規模は平成24年度に3,429億円

（前年度比1.3倍）に拡大すると予測されております(出所：矢野経済研究所「ソーシャルゲーム市場に

関する調査結果2011」)。 

 このような事業環境の中、当社におきましては、ソーシャルアプリの企画・開発を中心とした「ソー

シャル事業」の拡大・成長に向け、グローバル展開、人材採用および開発リソースの増強を目的とした

友好的な企業買収に積極的に取り組み、収益基盤の確立・強化および組織体制の強化を実現し、売上を

大幅に増加させることができました。 

 グローバル展開においては、スマートフォンの世界的な普及に伴うモバイルオンラインゲーム市場の

更なる拡大・成長を予測し、世界各国の現地法人が地域的な優位性を活かした役割を担う「国際分業体

制」を掲げました。平成24年２月にグローバル向けアプリケーションのパブリッシングを担当するKLab

Global, Pte. Ltd（所在地：シンガポール）を設立し、同社を通じて開発・運営の拠点として

CYSCORPIONS INC.（当時）（所在地：フィリピン・マニラ）と資本・業務提携を行いました。同社は後

に、KLab Cyscorpions, Inc.に社名変更し、子会社となっております。平成24年４月には企画・デザイ

ン・マーケティング拠点としてKLab America, Inc.（所在地：アメリカ・サンフランシスコ）に設立

し、国際分業体制の基盤を構築しております。これにより、多言語化への対応や、開発費の圧縮等を効

率的に行うことが可能となり、グローバル市場での競争力を強化することができました。 

 国内ソーシャルゲーム市場が拡大・成長を遂げていく中、開発リソースの増強を目的とし、大阪、福

岡に続く第三の地方拠点となる仙台事業所を開設しました。サービスの企画・開発・運営までを包括的

に行う地方事業所の増強により、現地のディレクターやプランナー、エンジニアなどの採用も実施し、

地理的制約の少ないインターネットサービスの特性を活かし、全国規模での事業展開を図っていくと同

時に、友好的な企業買収も積極的に行った結果、強固な組織体制作りを行うことができました。 

 新卒採用におきましては、グローバル展開を加速させていくため、海外の大学に通う学生や国内の大

学・大学院を前期課程等で卒業する学生を対象に「秋入社」制度を導入しました。平成24年度以降の新

卒採用においては、従来の春入社（4月入社）採用に加え、秋入社（10月入社）採用を実施することを

決定しております。 

 人材の育成面では、世界へのチャレンジを立候補できる「海外要員公募制度」や、新規事業を子会社

化する「PoS制度」の導入など、社員の成長を一層加速させるための人材育成施策にも積極的に取り組

みました。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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 一方で費用面におきましては、海外市場をターゲットにしたモバイルオンラインゲーム開発費や、人

員増に伴う労務費、テレビCMへの出稿による広告宣伝費等により増加いたしました。また、大手コンテ

ンツプロバイダー向けの受託開発を中心とした「SI事業」、ホスティングサービスとライセンスサービ

スを提供する「クラウド＆ライセンス事業」においても順調に推移し売上に貢献しており、概ね会社計

画の通りとなりました。 

 この結果、当事業年度の業績は、売上高15,209,816千円（前事業年度比168.5％増）、営業利益

2,810,663千円（前事業年度比192.3％増）、経常利益2,819,671千円（前事業年度比196.4％増）、当期

純利益1,622,501千円（前事業年度比195.0％増）となりました。 

 

 セグメント別の業績は、次のとおりであります。  

①ソーシャル事業 

 ソーシャル事業においては、フィーチャーフォン向けおよびスマートフォン向けモバイルオンライン

ゲームの企画・開発・運営に力を入れてまいりました。当事業年度末におけるソーシャルアプリのタイ

トル数は、全16本（内、国内スマートフォン向けネイティブアプリ３タイトル）となりました。当事業

年度に投入した新規non-IPタイトルは「神壊のレクイエム」、「召喚アルカディア」、「英傑バスタ

ー」、「Golfking」の４本。また、当事業年度において、有名版権を採用したタイトルは３本となり、

株式会社バンダイナムコゲームズと共同開発した「TALES OF KIZUNA」、株式会社カプコンとの共同開

発である「戦国BASARA カードヒーローズ」、「幽☆遊☆白書～100％中の100％バトル～」をMobageに

投入しております。また、「戦国バスター改」をGREEおよびmixiに投入いたしました。国内スマートフ

ォン向けネイティブアプリとしては「真・戦国バスター for iPhone」、「キャプテン翼～つくろうド

リームチーム～モバイル」の２タイトルをApp Storeに、「真・戦国バスター for Android」をGoogle

Playに投入しました。 

 平成24年１月にはSNS(※１)非依存のモバイルオンラインゲームで、新たな事業モデルの確立を目指

した「真・戦国バスター for iPhone」をApp Storeに投入しました。同タイトルは、当社として初めて

のiOS版ネイティブアプリであるにもかかわらず、ダウンロード開始から１ヶ月あまりで国内App Store

トップセールスで１位を獲得しました。この事は当社独自のソーシャルゲームのノウハウがiOS版ネイ

ティブアプリでも通用すること、当社の課金ノウハウによってApp Storeでも継続的な課金売上が実現

可能であることを示しております。同タイトルは、当事業年度末現在も国内App Storeトップセールス

ランキング10位以内を維持する実績を残しており、平成24年７月にはAndroid版もリリースし、シリー

ズ累計ユーザー数は300万人を超え、多くのファンを抱える大ヒットゲームアプリに成長しました。 

 また、「戦国バスター改」は平成24年５月18日に株式会社ミクシィ（本社：東京都渋谷区、代表取締

役社長：笠原健治）が発表したmixiゲームのモバイル版ランキングにおいて、フィーチャーフォン版お

よびスマートフォン版の「総合」、「男性」、「女性」各ランキングにおいて、それぞれ１位を獲得し

６冠を達成、有名版権タイトルを採用した「キャプテン翼～つくろうドリームチーム～モバイル（以

下、キャプテン翼モバイル）」においては、mixiゲームアワードにおいてスマートフォン版 mixiゲー

ム優秀賞（男性）に選出されました。「キャプテン翼モバイル」は 株式会社ディー・エヌ・エー（本

社：東京都渋谷区、代表取締役社長：守安功）が開催したMobage Awardにおいても「Mobage Award

2011 Gold Prize」 を受賞、グリー株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：田中良和）が運営

する「GREE」で優秀なゲームに贈られる「GREE Platform Award - The first half of 2012 - 」にお

いても優秀賞を受賞したことにより、同タイトルはリリースしている３プラットフォーム全てで表彰を
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受けることができました。同タイトルが３プラットフォームで表彰されたことは、１タイトルを複数の

プラットフォームに展開していく「マルチプラットフォーム戦略」を推し進めた結果であると考えてお

ります。 

 平成24年５月には、「真・戦国バスター for iPhone」、「キャプテン翼モバイル」および「TALES

OF KIZUNA」等がソーシャル事業の収益を大きく牽引し、当社の単月売上として過去最高売上を記録い

たしました。これらの新規タイトルに加え、既存タイトルの売上高も好調に推移し、ソーシャル事業全

体の収益に貢献いたしました。 

 この結果、当事業年度の売上高13,769,888千円、セグメント利益は5,280,694千円となりました。 

  

※１:SNS：Social Networking Service：社会的ネットワークをインターネット上で構築するサービス 

  

②SI事業 

 SI事業におきましては、引き続き大手企業のモバイル公式コンテンツサイトのインフラ運用で安定し

た売上を計上しているほか、スマートフォン対応などの開発を中心に、受託開発での売上を計上いたし

ました。しかしながら、ソーシャル事業に社内リソースを割かざるを得ない状況から、新規の受注活動

は行っていない状況であります。  

 この結果、当事業年度の売上高は1,062,163千円、セグメント利益は541,853千円となりました。 

  

③クラウド＆ライセンス事業  

 クラウド＆ライセンス事業におきましては、携帯電話・スマートフォン向け高速メール配信エンジン

「アクセルメール」や個人情報検出ツール「P-Pointer」について、大手代理販売パートナー企業との

関係を強化し、顧客向け共同セミナーを積極的に開催するなど、導入企業数の獲得に努めました。ホス

ティングサービスにおいては、「DSAS Hosting for Social」の提供先であるソーシャルアプリプロバ

イダーの売上減少傾向が続いており、徐々に規模を縮小しております。 

 この結果、当事業年度の売上高は377,165千円、セグメント利益は12,548千円となりました。 

  

④その他 

 その他の事業として、モバイル広告の販売代理等を実施しております。 

 この結果、当事業年度の売上高は600千円、セグメント損失は5,343千円となりました。 

  

（次期の見通し） 

 平成25年12月期につきましては、国内および海外のモバイルオンラインゲーム市場が引き続き拡大し

ていくと予想されます。当社はゲーム事業に積極的に取り組み、成長性を確保しながら短期売上より長

期戦略を優先し、経営基盤の安定を図って参ります。 

日本国内におきましては、高ARPU(※２)ジャンルのゲームおよび有名版権を採用したゲームに新作を集

中することにより収益の最大化を目指して参ります。海外におきましては、各国現地法人が地域的な優

位性を活かした国際分業体制を構築し、ビジネス効率を最大化すべく、それぞれの基盤を強化しながら

協調してまいります。 

 一方、費用については、引き続き海外市場をターゲットにしたモバイルオンラインゲームの開発費用

および海外プロモーション展開に伴う広告宣伝費の増加等を見込んでおります。 
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期初においては、投資が先行し、利益率の低い状態にありますが、先行投資の結果として、期中にリリ

ースを予定している大量の国内および海外向け新作ゲームが売上を積み上げ、期の後半にからは利益率

が大幅に改善する見通しとなっております。 

  

平成25年12月期業績見通し 

第１四半期（平成24年９月１日～平成24年11月30日） 

売上高     3,437百万円 

営業損失     162百万円 

経常損失     158百万円 

四半期純損失   158百万円 

  

第２四半期累計（平成24年９月１日～平成24年２月28日） 

売上高     8,289百万円 

営業損失      6百万円 

経常損失      4百万円 

四半期純損失   4百万円 

  

通期業績見通し（平成24年９月１日～平成25年12月31日） 

売上高    33,011百万円 

営業利益    5,000百万円 

経常利益    4,982百万円 

当期純利益   3,088百万円 

  

上記に記載した将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定

の前提に基づいており、実際の業績等は今後の様々な不確定要素により変動する可能性があります。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

 当事業年度末における資産合計は5,391,275千円となり、前事業年度末に比べ、2,872,109千円の増

加となりました。 

 流動資産合計は4,122,073千円となり、前事業年度末に比べ、2,008,662千円の増加となりました。

これは主に、現金及び預金、売掛金の増加の結果によるものであります。 

 固定資産合計は1,269,202千円となり、前事業年度末に比べ、863,447千円の増加となりました。こ

れは主に、建物、関係会社株式、敷金及び保証金の増加の結果によるものであります。 

  

（負債） 

 当事業年度末における負債合計は2,414,848千円となり、前事業年度末に比べ、1,200,852千円の増

加となりました。 

 流動負債合計は2,273,250千円となり、前事業年度末に比べ、1,188,853千円の増加となりました。

（２）財政状態に関する分析
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これは主に、未払法人税等、買掛金の増加によるものであります。 

 固定負債合計は141,598千円となり、前事業年度末に比べ、11,999千円の増加となりました。これ

は主に、リース債務の増加によるものであります。 

  

（純資産） 

 当事業年度末における純資産合計は2,976,427千円となり、前事業年度末に比べ、1,671,256千円の

増加となりました。これは主に当期純利益の計上による利益剰余金の増加によるものであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前事業年度末と比べ

1,140,892千円増加し、1,862,209千円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は2,260,471千円（前事業年度比1,789,175千円の収入の増加）となり

ました。これは主に、税引前当期純利益の計上2,813,101千円による資金の増加によるものでありま

す。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は1,087,317千円（前事業年度比1,002,370千円の支出の増加）となり

ました。これは主に、関係会社株式の取得による支出416,281千円、敷金・差入保証金の差入による

支出342,964千円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は32,260千円（前事業年度比57,660千円の支出の減少）となりまし

た。これは主に、株式の発行による収入547,400千円、自己株式の取得による支出589,969千円による

ものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

注１．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

２．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

平成23年８月期 平成24年８月期

自己資本比率（％） 51.8 55.2

時価ベースの自己資本比率（％） ― 225.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率
（年）

0.49 0.08

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 106.1 1,154.7
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３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。 

  

 当社は下記の3つのビジョンを基本として事業を進めて参ります。 

  ① IT業界で、一番ワクワクでき、一番成長し、一番利益を出す会社 

  ② 社会にインパクトを与える新しいビジネス、サービス、技術を創造し続ける会社 

  ③ 利益を新規事業と研究開発に再投資することにより、新陳代謝し続け、成長し続ける会社  

  

 当社が重視している経営指標は、売上高および営業利益であります。売上高および営業利益を継

続的に成長させることにより、企業価値の向上を実現して参ります。 

  

 当社では、創業以来モバイルにおける受託開発および運用による収益と企業向けモバイル関連製

品・サービスを中心として、業界主要プレイヤー各社に対し高付加価値サービスを提供し続けてき

ましたが、前期より新たな事業領域としてソーシャル事業に重点を置いております。 

 平成21年８月のmixiを皮切りとして、国内主要SNSプラットフォーマーであるDeNA、GREEのAPI

(※３)オープン化により、ソーシャルアプリの市場は成長を開始しました。平成20年度に49億円で

あった国内ソーシャルゲームの市場規模は急成長を遂げ、平成23年度は前年度比1.8倍の2,570 億

円、平成24年度は同1.3倍の3,429億円に拡大する見通しとなっております(出所：矢野経済研究所

「ソーシャルゲーム市場に関する調査結果2011」)。 

 今後も安定した顧客基盤とアイテム課金を柱とした課金ノウハウを武器に、ソーシャルゲームを

含むモバイルオンラインゲーム市場は引き続き拡大することが見込まれております。また、今後数

年間でユーザーの主要デバイスがフィーチャーフォンからスマートフォンに全面移行することが予

測されており、スマートフォンの高機能性を活かせる様々なジャンルのモバイルオンラインゲー

ム、ソーシャルアプリケーションの提供が求められます。当社は、新たなサービスの投入を通じ、

高ARPUジャンルのゲームおよび有名版権を活用したコンテンツの提供を積極的に進め、収益の最大

化を図って参ります。 

 当社は、事業規模の拡大と収益源の多様化を図るために、ビジネスドメインおよび事業展開地域

の拡大にも積極的に取り組み、グローバルベースでの事業展開を拡大、加速させていくために、組

織体制の強化や優秀な人材確保のための人事制度の拡充にも取り組んで参ります。 

 当社は、これらの施策を通じて今後も事業規模を拡大し、企業価値並びに株主価値の増大を図っ

て参ります。 

  

※２:APPU：Average Revenue Per User：ユーザー一人あたりの平均売上金額 

※３:API：Application Programming Interface：ソフトウェア開発を効率的に行うための技術 

  

２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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① ソーシャル事業 

A．多様性のある収益源の確保 

 当社は、これまでソーシャルゲームを含むモバイルオンラインゲーム内における課金収入を主な

収益源にしておりますが、変化の激しいインターネット業界において、絶えず新たな収益源を模索

していく事が重要と考えております。当面は、モバイルオンラインゲームに注力し、日本国内にお

いては有名版権を採用した大型タイトルを積極的に提供し、海外においてはオリジナルゲームタイ

トルおよび有名版権を採用したタイトルをバランスよく投入していくことで、１タイトルあたりの

売上規模の拡大、定着率が高い顧客の確保を目指して参ります。 

  

B．グローバル展開への対応 

 当社は、今後の更なる事業拡大を目指していく上で、成長スピードの速い海外モバイルオンライ

ンゲーム市場への迅速な展開が重要であると認識しております。当社グループの各国拠点が、ソー

シャルゲームを含むモバイルオンラインゲームの企画・開発・運用を分業し、各拠点における生産

性の効率化・最大化を図るとともに、グローバルベースでの有力デベロッパーの開拓や、有力企業

とのアライアンス、友好的な企業買収などを推進して参ります。また、各国拠点のビジネスオペレ

ーションの整備、内部管理体制の充実と強化などにも取り組んで参ります。 

  

C．サービス運営基盤の強化 

 当社は、ソーシャルゲームを含むモバイルオンラインゲームの運営を安定的に保つことが、経営

上重要な課題であると認識しております。そのため、提供しているサービスを運営する上では、ユ

ーザー満足度の向上を目的とした新規サービス・機能の開発等を持続的・継続的に行っていくこと

が必要であると認識しております。当社は、その重要性に鑑み、今後においてもソーシャルゲーム

を含むモバイルオンラインゲームの運営基盤を安定的に保つため、組織体制の強化を継続していく

方針であります。 

  

D．リアルマネートレード防止対策への取り組み 

 昨今、ソーシャルゲームを含むモバイルオンラインゲーム内において「リアルマネートレード

（以下、「RMT」）」と呼ばれる用語がマスコミに取り上げられており、ゲーム利用者の世界的拡

大に伴い、利用者の安全性やサービスの健全性に関して一部社会問題化しております。当社はこれ

までも「RMT」防止対策を株式会社ガイアックス（本社：東京都品川区、代表執行役社長:上田 祐

司）の協力を得て、禁止事項の注意喚起や監視体制の強化を行ってまいりましたが、今後も引き続

き、「リアルマネートレードの撲滅」を目指し、RMT禁止の徹底に向け、真摯に検討を行い、可能

な限り速やかに適切な施策を実施していきます。 

  

② SI事業 

スマートフォンへの対応 

 当社のSI事業は、フィーチャーフォンにおけるコンテンツ市場の拡大と共に業績を拡大してまい

りました。現在はスマートフォン市場の拡大と共に、当社のSI案件においてもスマートフォンに関

連する案件が増加しており、このような市場の変化に対応することが重要な課題と認識しておりま

す。当社は、すでにスマートフォン関連の案件を受注しておりますが、今後さらに当該案件を拡大
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させていくことにより、当社のSI事業の収益拡大を図って参ります。 

  

③ クラウド＆ライセンス事業 

新製品のローンチ 

 当該セグメントにおける製品は、その寿命が短いものが多いため、新しい製品の企画・開発を継

続的に行い、市場に投入し続けていくことが収益の維持・拡大には必要であると考えており、当社

といたしましても、このような取り組みを継続的に行って参ります。 

  

④ 全社的な課題 

A．優秀な人材の確保と組織体制の強化について 

 当社は、今後のさらなる成長のために、優秀な人材の確保および組織体制の強化が必要不可欠で

あると認識しております。人材の確保につきましては、国内での採用を中心に行って参りました

が、今後は海外採用も強化し、当社の経営方針や企業文化に対して共感し、グローバルに活躍でき

る人材の採用を行う方針であります。また、組織体制の強化につきましては、従業員が最大限のパ

フォーマンスを発揮できるよう、計数管理に基づいた効率的な組織マネジメントシステムを構築し

ていくとともに、社内勉強会をはじめとして、業務運営に必要なスキルの取得・向上に努め、組織

全体の強化を図って参ります。 

  

B．将来の発展を見据えた研究開発・新規事業について 

 当社グの事業を取り巻く市場環境や顧客、競合の状況は常に変化を続けており、今後はさらに変

化の激しい事業環境になることが想定されます。このような事業環境においては、不確定要素が存

在するため、将来を見据えた研究開発や新規事業の創出が重要な課題であると考えております。 

 当社といたしましては、当社の経営方針に則り、中長期の競争力確保につながる研究開発および

ノウハウの蓄積を継続的に行い、PCやスマートフォン向けの新規事業開発に取り組み、将来の事業

の柱となる製品やサービスの展開を図って参ります。 

  

C．内部管理体制の強化について 

 当社を取り巻く市場環境の変化や多様化および事業の拡大に伴い、業務運営の効率化やリスク管

理のための内部管理体制の強化が重要な課題であると考えております。このため、当社といたしま

しては、内部統制システムの整備を推進し、経営の公正性・透明性を確保するための体制強化に取

り組んで参ります。具体的には、業務におけるリスクの把握や統制の整備およびコンプライアンス

体制の強化、内部監査による評価などにより、継続的な成長を支える効率的・安定的な業務運営を

行っていく方針であります。 
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１【財務諸表等】 
 （１）【財務諸表】 
  ①【貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年８月31日) 

当事業年度 
(平成24年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 721,316 1,862,209

売掛金 1,214,723 1,752,044

仕掛品 20,728 4,268

原材料及び貯蔵品 123 228

前払費用 30,207 109,213

短期貸付金 ※1  － ※1  197,936

繰延税金資産 128,277 168,893

その他 4,110 33,402

貸倒引当金 △6,076 △6,123

流動資産合計 2,113,411 4,122,073

固定資産   

有形固定資産   

建物 21,325 217,579

減価償却累計額 △12,746 △36,051

建物（純額） 8,579 181,527

工具、器具及び備品 69,419 130,375

減価償却累計額 △45,266 △68,568

工具、器具及び備品（純額） 24,152 61,807

リース資産 25,920 45,880

減価償却累計額 △14,640 △25,868

リース資産（純額） 11,280 20,011

有形固定資産合計 44,011 263,346

無形固定資産   

ソフトウエア 98,008 50,641

その他 657 657

無形固定資産合計 98,665 51,298

投資その他の資産   

関係会社株式 － 247,602

その他の関係会社有価証券 － 75,000

出資金 600 600

関係会社長期貸付金 － 13,600

破産更生債権等 240 －

長期前払費用 690 1,434

繰延税金資産 87,522 189,522

敷金及び保証金 174,264 424,797

貸倒引当金 △240 －

その他 － 2,000

投資その他の資産合計 263,077 954,557
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年８月31日) 

当事業年度 
(平成24年８月31日) 

固定資産合計 405,755 1,269,202

資産合計 2,519,166 5,391,275

負債の部   

流動負債   

買掛金 138,417 427,070

1年内償還予定の社債 35,000 －

1年内返済予定の長期借入金 66,400 30,000

リース債務 8,901 7,305

未払金 135,345 324,999

未払費用 9,592 17,990

未払法人税等 467,176 1,124,308

未払消費税等 76,601 137,804

前受金 72,895 100,906

預り金 11,507 18,387

賞与引当金 62,557 84,476

流動負債合計 1,084,396 2,273,250

固定負債   

長期借入金 117,000 120,000

リース債務 2,798 13,099

その他 9,800 8,498

固定負債合計 129,598 141,598

負債合計 1,213,995 2,414,848

純資産の部   

株主資本   

資本金 583,850 902,180

資本剰余金   

資本準備金 280,815 597,935

資本剰余金合計 280,815 597,935

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 440,505 2,063,006

利益剰余金合計 440,505 2,063,006

自己株式 － △588,056

株主資本合計 1,305,170 2,975,066

新株予約権 － 1,360

純資産合計 1,305,170 2,976,427

負債純資産合計 2,519,166 5,391,275
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  ②【損益計算書】 
（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

売上高 5,664,942 15,209,816

売上原価 3,385,912 9,380,063

売上総利益 2,279,029 5,829,753

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  1,317,311 ※1, ※2  3,019,089

営業利益 961,717 2,810,663

営業外収益   

受取利息 ※3  110 ※3  1,948

為替差益 － 1,373

業務受託料 ※3  － ※3  9,415

その他 － 620

営業外収益合計 110 13,357

営業外費用   

支払利息 3,556 1,917

社債利息 627 73

自己株式取得費用 － 2,299

寄付金 6,000 －

その他 493 60

営業外費用合計 10,678 4,350

経常利益 951,149 2,819,671

特別利益   

貸倒引当金戻入額 18,090 －

特別利益合計 18,090 －

特別損失   

固定資産除却損 ※4  19,473 ※4  2,070

子会社株式評価損 － 2,417

子会社清算損 － 2,082

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9,958 －

特別損失合計 29,432 6,570

税引前当期純利益 939,807 2,813,101

法人税、住民税及び事業税 457,233 1,333,217

法人税等調整額 △67,415 △142,616

法人税等合計 389,818 1,190,600

当期純利益 549,989 1,622,501
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※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

 
  

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

 
  

３．原価計算の方法 

 当社の原価計算は、実際原価による個別原価計算であります。 

  

売上原価明細書

前事業年度
(自 平成22年９月１日
至 平成23年８月31日)

当事業年度
(自 平成23年９月１日
至 平成24年８月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 16,309 0.4 8,562 0.1

Ⅱ 労務費 899,951 24.2 1,381,501 14.4

Ⅲ 経費 ※１ 2,805,879 75.4 8,221,307 85.5

  当期総製造費用 3,722,139 100.0 9,611,372 100.0

  期首仕掛品たな卸高 4,687 20,728

合計 3,726,827 9,632,100

  期末仕掛品たな卸高 20,728 4,268

  他勘定振替高 ※２ 320,186 247,768

  当期売上原価 3,385,912 9,380,063

項目
前事業年度

（自 平成22年９月１日 
  至 平成23年８月31日）

当事業年度 
（自 平成23年９月１日 
  至 平成24年８月31日）

外注費 619,439千円 1,259,773千円

サーバ管理費 299,878千円 357,866千円

ライセンス使用料 203,975千円 1,023,807千円

支払手数料 1,310,875千円 4,929,637千円

賃借料 125,471千円 253,703千円

項目
前事業年度

（自 平成22年９月１日 
  至 平成23年８月31日）)

当事業年度 
（自 平成23年９月１日 
  至 平成24年８月31日）

研究開発費 194,689千円 220,832千円

ソフトウエア仮勘定 109,015千円 －千円

広告宣伝費 14,684千円 22,481千円

その他 1,796千円 4,455千円

計 320,186千円 247,768千円
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  ③【株主資本等変動計算書】 
（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 583,250 583,850

当期変動額   

新株の発行 600 318,330

当期変動額合計 600 318,330

当期末残高 583,850 902,180

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 280,215 280,815

当期変動額   

新株の発行 600 317,120

当期変動額合計 600 317,120

当期末残高 280,815 597,935

資本剰余金合計   

当期首残高 280,215 280,815

当期変動額   

新株の発行 600 317,120

当期変動額合計 600 317,120

当期末残高 280,815 597,935

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 △109,483 440,505

当期変動額   

当期純利益 549,989 1,622,501

当期変動額合計 549,989 1,622,501

当期末残高 440,505 2,063,006

利益剰余金合計   

当期首残高 △109,483 440,505

当期変動額   

当期純利益 549,989 1,622,501

当期変動額合計 549,989 1,622,501

当期末残高 440,505 2,063,006

自己株式   

当期首残高 － －

当期変動額   

自己株式の取得 － △589,969

自己株式の処分 － 1,913

当期変動額合計 － △588,056
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当期末残高 － △588,056

株主資本合計   

当期首残高 753,981 1,305,170

当期変動額   

新株の発行 1,200 635,450

当期純利益 549,989 1,622,501

自己株式の取得 － △589,969

自己株式の処分 － 1,913

当期変動額合計 551,189 1,669,895

当期末残高 1,305,170 2,975,066

新株予約権   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 1,360

当期変動額合計 － 1,360

当期末残高 － 1,360

純資産合計   

当期首残高 753,981 1,305,170

当期変動額   

新株の発行 1,200 635,450

当期純利益 549,989 1,622,501

自己株式の取得 － △589,969

自己株式の処分 － 1,913

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 1,360

当期変動額合計 551,189 1,671,256

当期末残高 1,305,170 2,976,427
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  ④【キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 939,807 2,813,101

減価償却費 52,846 118,005

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18,090 △192

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,679 21,919

受取利息及び受取配当金 △110 △1,948

支払利息 3,556 1,917

社債利息 627 73

為替差損益（△は益） － △1,306

固定資産除却損 19,473 2,070

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9,958 －

売上債権の増減額（△は増加） △623,501 △537,081

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,068 16,354

仕入債務の増減額（△は減少） 2,479 288,652

未払金の増減額（△は減少） 30,367 201,045

未払消費税等の増減額（△は減少） 57,433 61,203

その他 8,301 △36,287

小計 475,762 2,947,526

利息及び配当金の受取額 110 705

利息の支払額 △4,441 △1,957

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △136 △685,802

営業活動によるキャッシュ・フロー 471,295 2,260,471

投資活動によるキャッシュ・フロー   

短期貸付けによる支出 － △221,936

短期貸付金の回収による収入 － 24,000

関係会社長期貸付けによる支出 － △27,600

関係会社長期貸付金の回収による収入 － 500

有形固定資産の取得による支出 △2,609 △261,496

無形固定資産の取得による支出 △90,991 △21,984

関係会社株式の取得による支出 － △416,281

関係会社の減資による収入 － 113,616

関係会社の清算による収入 － 47,973

その他の関係会社有価証券の払込による支出 － △75,000

敷金及び保証金の回収による収入 8,654 105,147

敷金及び保証金の差入による支出 － △342,964

その他 － △11,290

投資活動によるキャッシュ・フロー △84,946 △1,087,317

KLab㈱（3656）　平成24年8月期　決算短信（非連結）

15



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年９月１日 
 至 平成24年８月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 300,000 －

短期借入金の返済による支出 △500,000 －

長期借入れによる収入 200,000 150,000

長期借入金の返済による支出 △16,600 △183,400

社債の償還による支出 △66,000 △35,000

リース債務の返済による支出 △8,520 △11,255

新株予約権の行使による株式の発行による収入 1,200 －

ストックオプションの行使による収入 － 88,050

株式の発行による収入 － 547,400

自己株式の取得による支出 － △589,969

自己株式の売却による収入 － 1,913

財務活動によるキャッシュ・フロー △89,920 △32,260

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 296,427 1,140,892

現金及び現金同等物の期首残高 424,889 721,316

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  721,316 ※1  1,862,209
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該当事項はありません。 

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) その他の関係会社有価証券 

 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

  

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 仕掛品 

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用し

ております。 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

を採用しております。 

  

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

平成19年３月31日以前に取得したものについては旧定率法を、平成19年４月１日以降に取得したもの

については定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物                10～15年 

工具、器具及び備品  ４～６年 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間(２年又は５年)に基づい

ております。 

(3) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針
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４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する部分の金額を計上しておりま

す。 

  

５．収益及び費用の計上基準 

受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については、工事進行基準(ソフ

トウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の契約については工事完成基準を適用しており

ます。 

  

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月

30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成

22年６月30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号

平成22年６月30日）を適用しております。 

 この適用により、当事業年度に行った株式分割は、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮

定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

を算定しております。 

 なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に記載しております。 

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）   

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月4日）を適用してお

ります。 

  

（７）会計方針の変更

（８）追加情報
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 （法人税率の変更等による影響）  

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成

23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に

関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後

に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。こ

れに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率は従来40.69％となっておりましたが、平成24

年９月１日に開始する事業年度から平成27年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については38.01％に、平成28年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につい

ては35.64％となります。なお、この税率変更に伴う影響額は軽微であります。  

  

  

※１．関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。 
  

 
  

２．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入実行残高等は次のとおりであります。 

  

 
  

※１．販売費及び一般管理費の主なもののうち、販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度23％、

当事業年度39％、一般管理費に属する費用のおおよその割合は前事業年度77％、当事業年度61％であり

ます。 

 なお、主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
  

（９）財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成23年８月31日)

当事業年度 
(平成24年８月31日)

短期貸付金 ―千円 197,936千円

前事業年度
(平成23年８月31日)

当事業年度 
(平成24年８月31日)

当座貸越極度額 500,000千円 3,300,000千円

借入実行残高 ―千円 ―千円

差引額 500,000千円 3,300,000千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自  平成22年９月１日
至  平成23年８月31日)

当事業年度
(自  平成23年９月１日
至  平成24年８月31日)

役員報酬 102,499千円 124,899千円

給料手当及び賞与 347,211千円 527,584千円

賞与引当金繰入額 18,178千円 26,912千円

業務委託費 63,346千円 157,956千円

減価償却費 2,399千円 9,587千円

研究開発費 194,689千円 220,832千円

広告宣伝費 290,161千円 1,175,459千円

賃借料 44,357千円 77,637千円

消耗品費 29,749千円 162,627千円
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（表示方法の変更） 

 当事業年度において、「業務委託費」及び「消耗品費」は、販売費及び一般管理費の総額の100分の

５を超えたため、区分掲記しております。 

  

※２．研究開発費の総額 

  

 
  

※３．各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

 
  

※４．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

前事業年度(自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項 

   
（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加事由は、以下の通りであります。 

新株予約権の行使に伴う増加   8株 

株式分割に伴う増加   4,665,297株 
  

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成22年９月１日
至 平成23年８月31日)

当事業年度
(自  平成23年９月１日
至  平成24年８月31日)

一般管理費に含まれる研究開発費 194,689千円 220,832千円

前事業年度
(自  平成22年９月１日
至  平成23年８月31日)

当事業年度
(自  平成23年９月１日
至  平成24年８月31日)

受取利息 ―千円 1,565千円

業務受託料 ―千円 9,415千円

前事業年度
(自  平成22年９月１日
至  平成23年８月31日)

当事業年度
(自  平成23年９月１日
至  平成24年８月31日)

建物 19,294千円 2,070千円

工具、器具及び備品 179千円 ―千円

(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

 普通株式（注）１ 15,595 4,665,305 ― 4,680,900

自己株式

 普通株式 ― ― ― ―
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当事業年度(自  平成23年９月１日  至  平成24年８月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項 

   
（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加事由は、以下の通りであります。 

公募増資による新株発行に伴う増加         229,700株 

第三者割当による新株発行に伴う増加       120,300株 

株式分割に伴う増加              20,753,600株 

新株引受権及び新株予約権の行使に伴う増加   265,500株   

  

２．普通株式の自己株式の増加事由は、以下の通りであります。 
市場からの買取に伴う増加           791,800株 
ESOP信託導入に伴う増加                     336,800株 

  

３．普通株式の自己株式の減少事由は、以下の通りであります。 

ESOP信託導入による持株会への売却に伴う減少   4,300株 
  

２．新株予約権等に関する事項 

   
３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

 
  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

 普通株式（注）１ 4,680,900 21,369,100 ― 26,050,000

自己株式

 普通株式（注）２、３ ― 1,128,600 4,300 1,124,300

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業年度
末残高 
(千円)当事業 

年度期首
増加 減少

当事業
年度末

ストック・オプションと
しての新株予約権

普通株式 ― 135,500 ― 135,500 1,360

合計 ― 135,500 ― 135,500 1,360

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成22年９月１日
至  平成23年８月31日)

当事業年度
(自  平成23年９月１日
至  平成24年８月31日)

現金及び預金勘定 721,316千円 1,862,209千円

現金及び現金同等物 721,316千円 1,862,209千円

(リース取引関係)

(金融商品関係)

(有価証券関係)
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当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  
  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は、ソーシャルアプリと自社コンテンツを提供するソーシャル事業、PC・モバイルのWebサイト開

発、Webサイトの統合、Webサイトの移管を行うSI事業、大規模・高負荷対応インフラ「DSAS（ディーサ

ス）」サービスの提供と当社で受託したシステム・コンテンツサイト・共同コンテンツサイトの運営を行

うホスティング事業と当社が培った技術やノウハウを製品化し、ソフトウエアパッケージやアプリケーシ

ョンサービスとして提供するライセンス事業から構成されるクラウド＆ライセンス事業を主たる事業とし

ております。 

したがって、当社は、提供する製品・サービスを基礎とした事業別のセグメントから構成されており、

「ソーシャル事業」「SI事業」「クラウド＆ライセンス事業」の３つの報告セグメントに分類しておりま

す。 

(デリバティブ取引関係)

(退職給付関係)

(ストック・オプション等関係)

(税効果会計関係)

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)

(セグメント情報等)

(セグメント情報)
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各セグメントに属するサービスの種類は、以下のとおりであります。 

 
  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度(自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日) 

 
(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、広告販売代理収入等を含んでおり

ます。 

２．セグメント利益又は損失は、損益計算書の売上総利益と一致しているため、差異調整は行っておりません。

３．セグメント資産、負債その他の項目の金額は経営資源の配分の決定及び業績を評価するための定期的な検討

の対象となっていないため、記載しておりません。 

  

当事業年度(自  平成23年９月１日  至  平成24年８月31日) 

 
(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、広告販売代理収入等を含んでおり

ます。 

２．セグメント利益又は損失は、損益計算書の売上総利益と一致しているため、差異調整は行っておりません。

報告セグメント 事業の内容

ソーシャル事業
ソーシャルゲーム、ソーシャルアプリ、その他自社コン
テンツの提供

SI事業
PC・モバイルのWebサイト開発、統合、移管などを大手
コンテンツプロバイダーなどに向けて提供

クラウド＆ライセンス事業
クラウドサービス、ソフトウエアパッケージ、アプリケ
ーションサービスの製品販売

(単位：千円)

報告セグメント
その他 
(注) １

損益計算書
計上額 
(注) ２ソーシャル 

事業
SI事業

クラウド＆
ライセンス 
事業

計

売上高

  外部顧客への売上高 3,566,800 1,249,277 844,836 5,660,914 4,027 5,664,942

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,566,800 1,249,277 844,836 5,660,914 4,027 5,664,942

セグメント利益 
又は損失(△)

1,380,955 517,052 381,313 2,279,321 △292 2,279,029

(単位：千円)

報告セグメント
その他 
(注) １

損益計算書
計上額 
(注) ２ソーシャル 

事業
SI事業

クラウド＆
ライセンス 
事業

計

売上高

  外部顧客への売上高 13,769,888 1,062,163 377,165 15,209,216 600 15,209,816

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 13,769,888 1,062,163 377,165 15,209,216 600 15,209,816

セグメント利益 
又は損失(△)

5,280,694 541,853 12,548 5,835,096 △5,343 5,829,753
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３．セグメント資産、負債その他の項目の金額は経営資源の配分の決定及び業績を評価するための定期的な検討

の対象となっていないため、記載しておりません。 

  

前事業年度(自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 
  

当事業年度(自  平成23年９月１日  至  平成24年８月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 
  

(関連情報)

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ディー・エヌ・エー 2,517,507 ソーシャル事業

グリー株式会社 687,046 ソーシャル事業

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ディー・エヌ・エー 9,567,402 ソーシャル事業

株式会社ミクシィ 1,215,518 ソーシャル事業
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

 
（注）１．当社株式は、平成23年９月27日をもって、東京証券取引所マザーズ市場に上場しているため、当事業年度

の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から当事業年度末までの平均株価を期中平均

株価とみなして算定しております。 

２．当社は、平成23年４月21日付で普通株式１株につき300株の株式分割及び平成24年２月１日付で普通株式１

株につき５株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株

当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

３．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権及び新株予約権の残高は

ありますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

(持分法損益等)

(関連当事者情報)

(１株当たり情報)

前事業年度
(自  平成22年９月１日
至  平成23年８月31日)

当事業年度
(自  平成23年９月１日
至  平成24年８月31日)

１株当たり純資産額 55.77円 119.36円

１株当たり当期純利益金額 23.51円 63.78円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

―円 59.11円
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４．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 
  

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年

６月30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22

年６月30日）を適用しております。この適用により、当事業年度に行った株式分割は、前事業年度の期首

に行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

 これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純

利益金額は、以下のとおりであります。 

 １株当たり純資産額     278円83銭 

 １株当たり当期純利益金額  117円53銭 

  

項目
前事業年度

(自  平成22年９月１日
至  平成23年８月31日)

当事業年度
(自  平成23年９月１日
至  平成24年８月31日)

１株当たり当期純利益金額

  当期純利益(千円) 549,989 1,622,501

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(千円) 549,989 1,622,501

  普通株式の期中平均株式数(株) 23,398,747 25,438,512

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

  当期純利益調整額(千円) ― ―

  普通株式増加数(株) ― 2,012,353

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権５種類（新株
予約権の数 1,855個） 
新株引受権１種類（新株
引受権の株式の数 
14,400株）

新株予約権１種類（新株
予約権の数 1,355個）

KLab㈱（3656）　平成24年8月期　決算短信（非連結）

26



  

株式取得による会社等の買収 

 当社は、メディアインクルーズ株式会社の株式を取得することを決議し、下記の通り取得いたしま

した。 

(1) 目的 

 ゲーム開発力の強化を目的とするものです。 

(2) 株式取得の相手先 

 当社代表取締役社長 小川 昌幸 

(3) 買収する会社の名称、事業内容、規模 

① 商号     メディアインクルーズ株式会社 

② 主な事業内容 ソーシャル事業の企画・開発・制作・運営、受託開発/共同開発 

③ 資本金    27百万円 

(4) 株式取得の時期 

 平成24年９月３日 

(5) 取得株式数、取得価額及び取得後の持分比率 

① 取得株式数    2,227株 

② 取得価額     379百万円 

③ 取得後の所有割合 100％ 

(6) 支払資金の調達及び支払方法 

 自己資金により充当 

  

(重要な後発事象)
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